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自己資本の構成に関する開示事項

自己資本の充実の状況等について

33

　当行は、自己資本比率規制（第1の柱）に関する金融庁告示第19号（以下、「告示」という。）の一部改正にともない、平成25

年度末より、バーゼルⅢ基準により自己資本比率を算出しております。

　以下の記載の開示事項は、金融庁告示第７号に基づく開示事項になります。

●連結自己資本比率（国内基準）

（単位：百万円、％）

項目

平成29年9月期 平成30年9月期

経過措置による

不算入額

経過措置による

不算入額

コア資本に係る基礎項目

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る

株主資本の額　　
38,819 41,496

うち、資本金及び資本剰余金の額 2,001 2,001

うち、利益剰余金の額 36,877 39,555

うち、自己株式の額（△） ー ー

うち、社外流出予定額（△） 60 60

うち、上記以外に該当するものの額 ー ー

コア資本に算入されるその他の包括利益

累計額　　
△…26 △…43

うち、為替換算調整勘定 ー ー

うち、退職給付に係るものの額 △…26 △…43

普通株式又は強制転換条項付優先株式に

係る新株予約権の額　
ー ー

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 ー ー

コア資本に係る基礎項目の額に算入される

引当金の合計額　　
737 511

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 737 511

うち、適格引当金コア資本算入額 ー ー

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、

コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
ー ー

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本

に係る基礎項目の額に含まれる額
ー ー

公的機関による資本の増強に関する措置を

通じて発行された資本調達手段の額のうち、

コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

ー ー

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差

額の四十五パーセントに相当する額のうち、

コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

1,454 1,217

非支配株主持分のうち、コア資本に係る基

礎項目の額に含まれる額
ー ー

コア資本に係る基礎項目の額　　　　（イ） 40,985 43,181

コア資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・

ライツに係るものを除く。）の額の合計額
551 367 472 118

うち、のれんに係るもの（のれん相当差

額を含む。）の額
ー ー ー ー

うち、のれん及びモーゲージ・サービシ

ング・ライツに係るもの以外の額
551 367 472 118

繰延税金資産（一時差異に係るものを除

く。）の額
ー ー ー ー

適格引当金不足額　　 ー ー ー ー

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当

する額
ー ー ー ー

負債の時価評価により生じた時価評価差額

であって自己資本に算入される額
ー ー ー ー

退職給付に係る資産の額 36 24 48 12

自己保有普通株式等（純資産の部に計上さ

れるものを除く。）の額　　
ー ー ー ー

意図的に保有している他の金融機関等の

対象資本調達手段の額
ー ー ー ー

少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ー ー ー ー

特定項目に係る十パーセント基準超過額 ー ー ー ー

うち、その他金融機関等の対象普通株式

等に該当するものに関連するものの額
ー ー ー ー

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ

に係る無形固定資産に関連するものの額
ー ー ー ー

うち、繰延税金資産（一時差異に係るも

のに限る。）に関連するものの額
ー ー ー ー

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ー ー ー ー

うち、その他金融機関等の対象普通株式

等に該当するものに関連するものの額
ー ー ー ー

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ

に係る無形固定資産に関連するものの額
ー ー ー ー

うち、繰延税金資産（一時差異に係るも

のに限る。）に関連するものの額
ー ー ー ー

コア資本に係る調整項目の額　　　　（ロ） 588 520

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　（ハ） 40,396 42,660

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額 364,223 379,789

うち、経過措置によりリスク・アセッ

トの額に算入される額の合計額
5,009 4,638

うち、無形固定資産（のれん及びモー

ゲージ・サービシング・ライツに係る

ものを除く。）

367 118

うち、繰延税金資産 ー ー

うち、退職給付に係る資産 24 12

うち、他の金融機関等向けエクスポー

ジャー
ー ー

うち、上記以外に該当するものの額 4,617 4,508

マーケット・リスク相当額の合計額を

八パーセントで除して得た額
ー ー

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を

八パーセントで除して得た額
18,002 17,780

信用リスク・アセット調整額 ー ー

オペレーショナル・リスク相当額調整額 ー ー

リスク・アセット等の額の合計額　　（ニ） 382,226 397,570

連結自己資本比率

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 10.56 10.73
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●単体自己資本比率（国内基準）

項目
平成29年9月期 平成30年9月期

経過措置による

不算入額

経過措置による

不算入額

コア資本に係る基礎項目

普通株式又は強制転換条項付優先株式に

係る株主資本の額　　
38,013 40,880

うち、資本金及び資本剰余金の額 2,001 2,001

うち、利益剰余金の額 36,071 38,938

うち、自己株式の額（△） ー ー

うち、社外流出予定額（△） 60 60

うち、上記以外に該当するものの額 ー ー

普通株式又は強制転換条項付優先株式に

係る新株予約権の額　
ー ー

コア資本に係る基礎項目の額に算入される

引当金の合計額　　
713 465

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 713 465

うち、適格引当金コア資本算入額 ー ー

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、

コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
ー ー

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本

に係る基礎項目の額に含まれる額
ー ー

公的機関による資本の増強に関する措置を

通じて発行された資本調達手段の額のうち、

コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

ー ー

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差

額の四十五パーセントに相当する額のうち、

コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

1,454 1,217

コア資本に係る基礎項目の額　　　　（イ） 40,181 42,562

コア資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・

ライツに係るものを除く。）の額の合計額
551 367 471 117

うち、のれんに係るものの額 ー ー ー ー

うち、のれん及びモーゲージ・サービシ

ング・ライツに係るもの以外の額
551 367 471 117

繰延税金資産（一時差異に係るものを除

く。）の額
ー ー ー ー

適格引当金不足額　　 ー ー ー ー

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当

する額
ー ー ー ー

負債の時価評価により生じた時価評価差額

であって自己資本に算入される額
ー ー ー ー

前払年金費用の額 28 18 57 14

自己保有普通株式等（純資産の部に計上さ

れるものを除く。）の額　　
ー ー ー ー

意図的に保有している他の金融機関等の

対象資本調達手段の額
ー ー ー ー

少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ー ー ー ー

特定項目に係る十パーセント基準超過額 ー ー ー ー

うち、その他金融機関等の対象普通株式

等に該当するものに関連するものの額
ー ー ー ー

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ

に係る無形固定資産に関連するものの額
ー ー ー ー

うち、繰延税金資産（一時差異に係るも

のに限る。）に関連するものの額
ー ー ー ー

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ー ー ー ー

うち、その他金融機関等の対象普通株式

等に該当するものに関連するものの額
ー ー ー ー

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ

に係る無形固定資産に関連するものの額
ー ー ー ー

うち、繰延税金資産（一時差異に係るも

のに限る。）に関連するものの額
ー ー ー ー

コア資本に係る調整項目の額　　　　（ロ） 579 529

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　　（ハ） 39,602 42,032

（単位：百万円、％）

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額 364,676 380,028

うち、経過措置によりリスク・アセット

の額に算入される額の合計額
5,003 4,640

うち、無形固定資産（のれん及びモー

ゲージ・サービシング・ライツに係る

ものを除く。）

367 117

うち、繰延税金資産 ー ー

うち、前払年金費用 18 14

うち、他の金融機関等向けエクスポー

ジャー
ー ー

うち、上記以外に該当するものの額 4,617 4,508

マーケット・リスク相当額の合計額を

八パーセントで除して得た額
ー ー

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を

八パーセントで除して得た額
17,509 17,270

信用リスク・アセット調整額 ー ー

オペレーショナル・リスク相当額調整額 ー ー

リスク・アセット等の額の合計額　　（ニ） 382,186 397,298

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 10.36 10.57
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定量的な開示事項

1.…その他金融機関等（自己資本比率告示第29条第６項第１号に規定するその他金融機関等をいう。）であって

銀行の子法人等であるもののうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った

額の総額

　該当する会社はありません。

2.…信用リスクに対する所要自己資本の額 （単位：百万円）

信用リスク(Ａ)

（標準的手法）

【資産（オン・バランス）項目】計

現金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

取立未決済手形

信用保証協会等による保証付

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付

出資等

（うち出資等のエクスポージャー）

（うち重要な出資のエクスポージャー）

上記以外

（うち他の金融機関等の対象資本調達手段
のうち対象普通株式等に該当するもの以
外のものに係るエクスポージャー）

（うち特定項目のうち調整項目に算入さ
れない部分に係るエクスポージャー）

（うち右記以外のエクスポージャー）

証券化（オリジネーターの場合）

（うち再証券化）

証券化（オリジネーター以外の場合）

（うち再証券化）

複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）
のうち、個々の資産の把握が困難な資産

経過措置によりリスク・アセット
の額に算入されるものの額

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエ
クスポージャーに係る経過措置によりリスク・
アセットの額に算入されなかったものの額

【オフ・バランス取引等項目】計

原契約期間が1年以下のコミットメント

原契約期間が1年超のコミットメント

信用供与に直接的に代替する偶発債務

（うち借入金の保証）

オペレーショナル・リスク（B）

（基礎的手法）

総所要自己資本額（A）+（Ｂ）

364,676

362,065

－

－

－

－

－

－

－

－

5

－

3,012

116,519

52,526

53,740

81,274

563

－

3,382

－

21,588

21,588

－

10,519

2,500

1,567

6,452

－

－

－

－

13,928

5,003

－

2,611

14

2,418

178

178

17,509

14,587

14,482

－

－

－

－

－

－

－

－

0

－

120

4,660

2,101

2,149

3,250

22

－

135

－

863

863

－

420

100

62

258

－

－

－

－

557

200

－

104

0

96

7

7

700

15,287

364,223

361,612

－

－

－

－

－

－

－

－

5

－

3,012

116,519

52,485

53,723

81,274

763

－

3,382

－

21,296

21,296

－

10,206

2,500

1,147

6,559

－

－

－

－

13,932

5,009

－

2,611

14

2,418…

178

178

18,002

14,568

14,464

－

－

－

－

－

－

－

－

0

－

120

4,660

2,099

2,148

3,250

30

－

135

－

851

851

－

408

100

45

262

－

－

－

－

557

200

－

104

0

96

7

7

720

15,289

380,028

378,107

－

－

－

－

－

－

－

－

5

－

3,389

120,703

56,842

56,031

83,689

34

－

3,549

－

22,390

22,390

－

9,750

2,500

570

6,679

－

－

－

－

17,078

4,640

－

1,921

34…

1,704…

181

181

17,270

15,201

15,124

－

－

－

－

－

－

－

－

0

－

135

4,828

2,273

2,241

3,347

1

－

141

－

895

895

－

390

100

22

267

－

－

－

－

683

185

－

76

1

68

7

7

690

15,891

379,789

377,868

－

－

－

－

－

－

－

－

5

－

3,389

120,703

56,802

56,022

83,689

340

－

3,549

－

21,554

21,554

－

10,090

2,500

803

6,786

－

－

－

－

17,082

4,638

－

1,921

34…

1,704…

181

181

17,780

15,191

15,114

－

－

－

－

－

－

－

－

0

－

135

4,828

2,272

2,240

3,347

13

－

141

－

862

862

－

403

100

32

271

－

－

－

－

683

185

－

76

1

68

7

7

711

15,902

平成29年9月期

単体

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

連結 単体 連結

平成30年9月期

（注）所要自己資本額＝リスク・アセット×4%

①第12条第４項第１号

②…第10条第4項第1号、第12条第４項第２号（自己資本の充実度に関する事項）
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●信用リスクに関するエクスポージャー及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高
（単位：百万円）【単体】 【連結】

国 内 計

国 外 計

地 域 別 合 計

製 造 業

農 業 ・ 林 業

漁 業

鉱業・採石業・砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運輸業・郵便業

卸 ・ 小 売 業

金融・保険業

不 動 産 業

不動産賃貸管理業

物 品 賃 貸 業

学術研究・専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業・娯楽業

教育・学習支援業

医 療 ・ 福 祉

その他のサービス

国・地方公共団体

個人による貸家業

個 人

そ の 他

業 種 別 計

1 年 以 下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

1 0 　年　超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高

貸出金、
その他の資産

有価証券
デリバティブ

取引

三月以上延滞
エクスポージャーの

期末残高

29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期

666,839

2,300

669,139

83,458

116

81

55

33,668

2,892

3,439

14,275

38,179

46,595

21,664

26,876

1,614

1,958

7,353

5,402

4,362

819

33,498

14,114

64,294

74,351

147,342

42,724

669,139

65,716

51,994

45,811

37,750

83,533

295,406

88,925

669,139

685,766

2,600

688,366

82,833

194

77

42

36,711

4,386

3,244

15,259

38,888

60,551

25,491

27,131

1,622

2,103

7,192

5,359

3,780

923

33,778

13,808

50,603

73,971

153,947

46,460

688,366

62,180

46,987

49,746

55,049

71,172

294,940

108,289

688,366

530,866

－
530,866

57,630

116

81

55

31,974

1,864

1,891

10,192

35,587

39,472

17,604

26,492

1,614

1,958

7,353

5,402

4,362

819

33,498

13,013

1,694

74,351

147,342

16,488

530,866

54,647

29,459

38,953

31,911

44,911

271,917

59,065

530,866

558,879

－
558,879

57,852

194

77

42

35,513

2,760

1,594

11,292

35,632

53,134

20,698

26,747

1,622

2,103

7,192

5,359

3,780

923

33,778

11,262

1,542

73,971

153,947

17,854

558,879

50,599

31,841

41,055

28,706

45,479

283,585

77,611

558,879

135,973

2,300

138,273

25,827

－
－
－

1,693

1,027

1,547

4,082

2,591

7,122

4,060

384

－
－
－
－
－
－
－

1,100

62,599

－
－

26,235

138,273

11,069

22,535

6,858

5,839

38,621

23,488

29,859

138,273

126,886

2,600

129,486

24,981

－
－
－

1,198

1,626

1,649

3,966

3,256

7,417

4,793

384

－
－
－
－
－
－
－

2,546

49,060

－
－

28,606

129,486

11,581

15,145

8,691

26,343

25,693

11,354

30,677

129,486

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,029

－
1,029

3

－
－
－
－
－
7

－
63

－
－

123

－
－
－
3

－
－
－
1

－
715

75

35

1,029

203

－
203

4

－
－
－
3

－
－
－
34

－
－

116

－
－
9

－
－
－
－
－
－
－
－
35

203

（注）　1. 「貸出金、その他の資産」項目には、貸出金、コミットメント、現金預け金、コールローン等が計上

されています。

 2. 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞

しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが150%以上であるエクスポー

ジャー。

 3. エクスポージャーの内訳については、「貸出金、その他の資産」「有価証券」「デリバティブ取引」に区

分し、従来業種別でその他に区分していたエクスポージャー等を詳細に区分し表示しております。

（注）　1. 「貸出金、その他の資産」項目には、貸出金、コミットメント、現金預け金、コールローン等が計上

されています。

 2. 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞

しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが150%以上であるエクスポー

ジャー。

 3. エクスポージャーの内訳については、「貸出金、その他の資産」「有価証券」「デリバティブ取引」に区

分し、従来業種別でその他に区分していたエクスポージャー等を詳細に区分し表示しております。

（単位：百万円）

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、投資損失引当金勘定の期末残高及び期中増減額
【単体】

期首残高 当期増減額 期末残高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

投資損失引当金

合　計

29年9月期

30年9月期

29年9月期

30年9月期

29年9月期

30年9月期

29年9月期

30年9月期

△…92

△…76

△…454

△…122

－
－

△…546

△…198

806

541

1,467

935

545

－
2,818

1,477

713

465

1,013

813

545

－
2,272

1,278

（単位：百万円）【連結】

期首残高 当期増減額 期末残高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

投資損失引当金

合　計

29年9月期

30年9月期

29年9月期

30年9月期

29年9月期

30年9月期

29年9月期

30年9月期

△…102

△…77

△…437

△…98…

－
－

△…540

△…175…

840

589

1,899

1,301

－
－

2,740

1,891

737

511

1,461

1,203

－
－

2,199

1,715

（単位：百万円） （単位：百万円）

●個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳
【単体】 【連結】

期首残高 当期増減額 期末残高

29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期

国 内 計

国 外 計

地 域 別 合 計

製 造 業

農 業 ・ 林 業

漁 業

鉱業・採石業・砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

卸 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

不 動 産 賃 貸 管 理 業

物 品 賃 貸 業

学術研究・専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業・娯楽業

教 育 ・ 学 習 支 援 業

医 療 ・ 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

国 ・ 地 方 公 共 団 体

個 人 に よ る 貸 家 業

個 人

そ の 他

業 種 別 計

1,467

－
1,467

181

－
－
－
16

－
－
－
60

－
43

204

－
－

134

80

42

－
25

550

－
79

40

9

1,467

△…454

－
△…454

16

－
－
－

△…2

－
－
－

△…1

－
△…8

△…35

－
－

△…33

△…5

△…2

－
△…21

△…515

－
158

△…31

28

△…454

1,013

－
1,013

198

－
－
－
14

－
－
－
59

－
34

168

－
－

100

74

39

－
3

35

－
237

9

37

1,013

935

－
935

213

－
－
－
16

－
－
－
76

－
60

167

－
－

111

123

35

－
33

－
－
59

－
37

935

△…122

－
△…122

20

－
－
－

△…0

－
－
－

△…32

－
△…54

△…37

－
－

△…45

△…0

△…0

－
26

－
－
1

－
0

△…122

813

－
813

233

－
－
－
16

－
－
－
44

－
5

129

－
－
66

123

34

－
59

－
－
61

－
37

813

国 内 計

国 外 計

地 域 別 合 計

製 造 業

農 業 ・ 林 業

漁 業

鉱業・採石業・砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運輸業・郵便業

卸 ・ 小 売 業

金融・保険業

不 動 産 業

不動産賃貸管理業

物 品 賃 貸 業

学術研究・専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業・娯楽業

教育・学習支援業

医 療 ・ 福 祉

その他のサービス

国・地方公共団体

個人による貸家業

個 人

そ の 他

業 種 別 計

1 年 以 下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

1 0 　年　超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高

貸出金、
その他の資産

有価証券
デリバティブ

取引

三月以上延滞
エクスポージャーの

期末残高

29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期

667,152

2,300

669,452

83,761

116

81

55

33,668

2,892

3,439

14,275

38,179

45,465

21,664

26,866

1,614

1,958

7,353

5,402

4,362

819

33,498

14,114

65,098

74,351

147,342

43,068

669,452

65,716

51,994

47,016

37,750

83,533

295,406

88,033

669,452

686,331

2,600

688,931

83,137

194

77

42

36,711

4,386

3,244

15,259

38,888

59,421

25,491

27,121

1,622

2,103

7,192

5,359

3,780

923

33,778

13,808

51,406

73,971

153,947

47,058

688,931

62,180

47,790

50,146

55,049

71,172

294,940

107,651

688,931

530,810

－
530,810

57,630

116

81

55

31,974

1,864

1,891

10,192

35,587

39,472

17,604

26,492

1,614

1,958

7,353

5,402

4,362

819

33,498

13,013

1,694

74,351

147,342

16,433

530,810

54,647

29,459

38,953

31,911

44,911

271,917

59,010

530,810

559,077

－
559,077

57,852

194

77

42

35,513

2,760

1,594

11,292

35,632

53,134

20,698

26,747

1,622

2,103

7,192

5,359

3,780

923

33,778

11,262

1,542

73,971

153,947

18,052

559,077

50,599

31,841

41,055

28,706

45,479

283,585

77,809

559,077

136,341

2,300

138,641

26,130

－
－
－

1,693

1,027

1,547

4,082

2,591

5,992

4,060

374

－
－
－
－
－
－
－

1,100

63,404

－
－

26,635

138,641

11,069

22,535

8,063

5,839

38,621

23,488

29,023

138,641

127,254

2,600

129,854

25,285

－
－
－

1,198

1,626

1,649

3,966

3,256

6,287

4,793

374

－
－
－
－
－
－
－

2,546

49,863

－
－

29,006

129,854

11,581

15,948

9,091

26,343

25,693

11,354

29,841

129,854

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,507

－
1,507

3

－
－
－
－
－
7

－
63

－
－

123

－
－
－
3

－
－
－
1

－
715

553

35

1,507

715

－
715

4

－
－
－
3

－
－
－
34

－
－

116

－
－
9

－
－
－
－
－
－
－

511

35

715

期首残高 当期増減額 期末残高

29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期 29年9月期 30年9月期

国 内 計

国 外 計

地 域 別 合 計

製 造 業

農 業 ・ 林 業

漁 業

鉱業・採石業・砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

卸 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

不 動 産 賃 貸 管 理 業

物 品 賃 貸 業

学術研究・専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業・娯楽業

教 育 ・ 学 習 支 援 業

医 療 ・ 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

国 ・ 地 方 公 共 団 体

個 人 に よ る 貸 家 業

個 人

そ の 他

業 種 別 計

1,899

－
1,899

181

－
－
－
16

－
－
－
60

－
43

204

－
－

134

80

42

－
25

550

－
79

473

9

1,899

△…437

－
△…437

16

－
－
－

△…2

－
－
－

△…1

－
△…8

△…35

－
－

△…33

△…5

△…2

－
△…21

△…515

－
158

△…15

28

△…437

1,461

－
1,461

198

－
－
－
14

－
－
－
59

－
34

168

－
－

100

74

39

－
3

35

－
237

457

37

1,461

1,301

－
1,301

213

－
－
－
16

－
－
－
76

－
60

167

－
－

111

123

35

－
33

－
－
59

366

37

1,301

△…98

－
△…98

20

－
－
－

△…0

－
－
－

△…32

－
△…54

△…37

－
－

△…45

△…0

△…0

－
26

－
－
1

24

0

△…98

1,203

－
1,203

233

－
－
－
16

－
－
－
44

－
5

129

－
－
66

123

34

－
59

－
－
61

390

37

1,203

（単位：百万円）

3.…信用リスクに関する事項

③…第10条第４項第２号、第12条第４項第３号（信用リスクに関する事項）
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●業種別の貸出金償却の額

【単体】 （単位：百万円）

●リスク・ウェイトの区分毎の信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高及び資本控除した額

信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額

29年9月期 30年9月期

格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用

0%

10%

20%

35%

50%

75%

100%

150%

250%

1,250%

合　計

－
－

17,964

－
22,403

1,500

13,377

800

1,000

－
57,045

110,331

45,071

－
156,074

269

72,349

225,433

1,209

626

－
611,366

－
－

19,147
－

22,727
1,000
14,103
1,900
1,000

－
59,878

104,517

46,724

－
162,093

523

78,314

233,157

2,127

288

－
627,685

（注）1. 「格付適用」とは、リスク・ウェイト算定に当たり、格付を適用し

ているエクスポージャーであり、「格付不適用」とは、格付を適用し

ていないエクスポージャー。なお、格付は適格格付機関が付与して

いるものに限る。

 2. 「格付適用」エクスポージャーには、原債務者の格付を適用してい

るエクスポージャーに加え、保証人の格付を適用しているエクスポ

ージャーや、ソブリン格付に準拠したリスク・ウェイトを適用して

いるエクスポージャーが含まれる。

【連結】 （単位：百万円）

信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額

29年9月期 30年9月期

格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用

0%

10%

20%

35%

50%

75%

100%

150%

250%

1,250%

合　計

－
－

17,964

－
22,403

1,500

13,377

800

1,000

－
57,045

111,136

45,471

－
156,025

269

72,294

225,255

1,342

458

－
612,253

－
－

19,147
－

22,727
1,000
14,103
1,900
1,000

－
59,878

105,320

47,124

－
162,065

523

78,259

232,426

2,330

321

－
628,371

（注）1. 「格付適用」とは、リスク・ウェイト算定に当たり、格付を適用し

ているエクスポージャーであり、「格付不適用」とは、格付を適用し

ていないエクスポージャー。なお、格付は適格格付機関が付与して

いるものに限る。

 2. 「格付適用」エクスポージャーには、原債務者の格付を適用してい

るエクスポージャーに加え、保証人の格付を適用しているエクスポ

ージャーや、ソブリン格付に準拠したリスク・ウェイトを適用して

いるエクスポージャーが含まれる。

4.…信用リスク削減手法に関する事項

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

5.…派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

　派生商品取引及び長期決済期間取引はありません。

6.…証券化エクスポージャーに関する事項

　当行では、証券化取引へのオリジネーターとしての関与はありません。また、投資家として当行以外のオリジネーターによる

証券化商品の購入はありません。

（単位：百万円）

④…第10条第４項第３号、第12条第４項第４号（信用リスク削減手法に関する事項）

⑤…第10条第４項第４号、第12条第４項第５号（派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

に関する事項）

⑥…第10条第４項第５号、第12条第４項第６号（証券化エクスポージャーに関する事項）

適格金融資産担保が適用されたエクスポージャー

保証またはクレジット・デリバティブが適用されたエクスポージャー

29年9月期 30年9月期

単体

1,383

344

1,383

344

連結 単体

1,174

282

連結

1,174

282

　　該当事項はありません。
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●金利ショックに対する経済的価値の変動額と経済的価値低下率（アウトライヤー比率）

（単位：百万円）

29年9月期 30年9月期

金利ショックに対する経済的価値の変動額

経済的価値低下率（アウトライヤー比率）

3,046

7.69%

2,069

4.92%

（単位：百万円）

29年9月期 30年9月期

単体 連結 単体 連結

貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

5,964

－
5,996

－
5,248

－
5,297

－

●貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額、貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

（注）1. 金利ショックは、保有期間1年、観測期間5年で計測される金利変動の1％タイル値と99％タイル値を採用しております。

2. コア預金を反映した上で、金利ショックに対する経済的価値の変動額を算出しております。

3. コア預金とは、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引き出されることなく、長期間銀行に滞留する預金で「①過去5年の最

低残高」、「②過去5年の最大年間流出量を現在残高から差し引いた残高」、「③現在残高の50％相当額」の3項目のうち、最小の額を平均満期2.5年として算出しております。

4. 経済的価値低下率（アウトライヤー比率）

バーゼルⅡ第2の柱のアウトライヤー規制における比率。

算出方法…金利リスク量÷（自己資本の額）

【単体】 （単位：百万円）

29年9月期 30年9月期

貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場している出資等

上記に該当しない出資等

合　計

26,550

2,152

28,703

25,298

2,152

27,45128,703 27,451

（単位：百万円）

29年9月期 30年9月期

単体 連結 単体 連結

売却損益額

償却額

689

－
689

－
1,362

－
1,362

－

●銀行勘定における出資等の売却及び償却に伴う損益の額

【連結】 （単位：百万円）

29年9月期 30年9月期

貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場している出資等

上記に該当しない出資等

合　計

26,886

1,012

27,898

25,653

1,012

26,66627,898 26,666

【単体】 【連結】
　連結子会社の資産及び負債を加えた金利リスクは、銀行本体の金利リスクと比較

して影響が軽微であると判断しており、そのため連結ベースでの計測は行っており

ません。

7.…銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

●銀行勘定における出資等の貸借対照表計上額及び時価

⑦…第10条第４項第７号、第12条第４項第８号（銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャー

に関する事項）… … … … … … …

8.…銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額

⑧… 第10条第４項第９号、第12条第４項第10条（銀行勘定における金利リスクに対して銀行

が内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額）


